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題である．

　高齢者の入院においては，年齢1-3)や合併症3)，

身体機能の状況2),4-6)，介護の問題4)，後方ベッド

を探す期間7)などが入院期間に寄与しうると言わ

れている．入院期間の短縮のためには，急性期の

疾患の治療とともに，社会的背景を十分に把握し

た上での退院支援計画や1)，チーム医療及び院外と

の医療連携が重要である6)との指摘もある．実臨床

では，治療終了から実際に退院するまでの退院調

整期間を短くすることが，入院期間そのものの短

縮にも寄与しうるであろう．しかしながら，我が

国において，医療文化的にも親密な関係にある強

力な後方病院ができたことによる急性期病院の退

院調整期間への影響を検討した報告は乏しい．

　市立福知山市民病院（以下，本院）は，病院全

は　じ　め　に

　急性期病院において，患者の特性および家庭

や療養環境の事情などで退院できないいわゆる

社会的入院によってもたらされる医療資源の損失

は大きい．高齢者では，入院を機に日常生活動作

（ADL）が低下したり，住環境に対するADLの

状況が入院前において既に限界に近い状態で生

活していたりといったことがあって，急性期疾

患治療後に元の生活に戻れない例が散見される．

我が国では2002年の診療報酬改定において「退

院指導計画の作成と実施」が要件として追加さ

れ，2006年の中長期の医療費適正化方策には平

均在院日数の短縮が挙げられるようになってお

り，社会的入院は急性期病院にとっては大きな問
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の治療を主たる目的として入院し，疾患治療後に

療養目的で医療機関に転院となった65歳以上の

症例である．期間は，分院化が明確となった時期

や症例数などを鑑みて研究期間を設定し，分院設

立前の2014年8月～2015年3月と分院設立後の

2015年4月～2015年7月とした．分院設立後に

分院以外の医療機関に療養目的で転院となった症

例は含めた．ただし，入院期間が90日を超える

長期入院症例は除外した．

　本研究で対象としたのは，肺炎と尿路感染症で

の入院症例である．これらの疾患は，

1）本院での大部分の加療を総合内科が担ってお

り，症例ごとの治療方針や退院調整に関する

ばらつきが小さいことが予想される．

2）疾患そのものによるADL低下への影響は限定

的であることが多い．すなわち，若年者では

ADLの低下が問題とならないことが多い疾

患，つまり，退院調整に，高齢患者特有のコ

ンテキストの影響が大きいことが予想される．

であり，対象疾患としては妥当性が高いと考え

た．

2.退院調整期間の定義

　研究期間に本院の総合内科には十数人の医師が

所属しており，上級医，専攻医，研修医が3-5名

程度でチームを形成し診療を行っていた．各チー

ムは，チーム内の医師が主治医をなっている症例

について，平日毎日の朝夕の症例カンファレンス

にて治療方針や退院などの検討を行い，さらに，

総合内科全体としても2回/週で総合内科が関わる

全症例の検討を行っていた．各チームや総合内科

全体での検討を経て主治医が退院可能と判断した

日から退院日までの期間を本研究における退院調

整期間と定義した．退院調整期間には，退院可能

との判断に至った日と実際に退院した日を含んで

計算した．

3.主たる要因

　急性期治療が終了した後も療養が必要な患者を

受け入れる後方病院である分院が設立したことと

した．

体としてケースワーカーをはじめとした多職種の

協力体制をベースに退院支援が行われてきた．同

院では2009年に総合内科が設立されて本格稼働

となった．総合内科では，患者の疾患と共に心理

社会的背景を考慮し，退院後の生活環境も視野に

入れた診療を心掛けてきている．

　2015年4月には，本院から車で20分弱の農村

地域に，旧来の国民健康保険新大江病院を継承し

て，市立福知山市民病院大江分院（以下，分院）

が発足した8)．分院は，発足時に一般病床36床と

療養病床36床の計72床をもち，通常の入院診療

や外来診療に加えて在宅医療にも力を入れてお

り，地域において急性期医療と在宅とをつなぐ役

割も担っている．本院と分院はオンラインで結ば

れた共通の電子カルテを使用し，いずれの端末か

らも，本院・分院の全患者のカルテの全内容を参

照できるようになっている．分院の医師は，整形

外科専門医の分院長をはじめ，本院の総合内科か

ら転籍した家庭医療専門医らが中心となり，各メ

ディカルスタッフとの協働のもとで，地域での様

々な健康問題に対処している．各医師は，患者中

心の医療の方法9)を実践し，本院の総合内科らと

ともに，社会的背景を考慮したうえでの継続的な

診療を心がけている．

　このような医療文化的にも親密な関係にある強

力な後方病院が出来たことは，急性期病院である

本院の入院診療に一定の影響を与えることが予想

される．

目　　　　的

　本研究の目的は，急性期治療終了後にも入院継

続が必要な患者について，本院と強力な連携を持

つ後方病院である分院が設立されたことが，本院

での退院調整期間に影響を与えるかを評価するこ

とである．

方　　　　法

　本研究は，本院で入院加療を行った患者による

前向きコホート研究として実施した．

1.対象及び期間

　対象は，本院総合内科に肺炎または尿路感染症
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門的な加療の対象とならない症例に対する急性期

治療の多くは，本院では総合内科が行っている．

これらの疾患の入院診療において，総合内科の医

師がチームとして診療することによって，入院期

間が短縮されることが示されている10）．本研究

では，これに加えて，少なくとも退院調整期間

については，同じ医療文化を持つ強力な後方病院

が設立されることでさらに改善することが示され

た．例えば，高齢者の肺炎においては疾患の重症

度は入院期間に相関がないとも言われている1)．

退院調整期間を短くすることは，結果として入院

期間そのものを短くすることにもつながるであろ

う．本研究において，分院設立による入院期間の

短縮については統計学的に有意差を示すまでには

至らなかったが，今後，症例数を多くして再検証

することで，一定の効果が示されることが期待さ

れる．

　過去の報告では，地域に長期療養型病院や介護

施設が多い方と入院期間が短縮するといわれてい

るが11)，本研究期間中に，同一医療圏における新

たな病院や介護施設の設立は確認されていない．

分院の存在は，強力な連携があるがゆえに，本院

側からは見かけ上，療養病床が増えたかの様に作

用している可能性，そして地域で考えた場合の周

辺の他の医療機関に与えた影響も否定はできな

い．しかしながら，福知山市域における急性期病

床の6割以上を本院が占めていることからその影

響は限定的であろう．

　地域全体として考えれば，十分な協力関係のも

とに適切に役割分担することにより，本院の様な

地域基幹病院での社会的入院が減ることは，結果

的に地域の医療資源の有効活用につながるであろ

う．分院は，本院との連携のもとに訪問診療を行

う在宅ケアチームを有しており12)，急性期から慢

性期，そして在宅へとつなぐ役割を多職種のチー

ムで担っている．これにより，分院での入院は，

その後の在宅療養への道筋をより強固なものにす

るものでもある．いわゆる地域包括ケアシステム

を考えた時，急性期病院が単独で行う病院完結型

医療から地域での様々な役割分担のもとでの地域

完結型医療への転換は重要なテーマである．医療

から介護までを行っている医療グループなどとは

4.評価項目

　主評価項目は退院調整期間であり，各症例で算

定し，分院設立前と設立後で比較した．さらに，

入院期間も比較した．入院期間から退院調整期間

を引いた日数が，本院での急性期の疾患加療期間

になる．同時に，患者特性として，年齢，性別も

求めた．

　退院調整期間などの連続変数はt検定で統計

処理し，解析には，STATA software, version 

10.0 (StataCorp LP, Texas, USA)を用いた．

結　　　　果

　対象となった症例は，分院設立前の12症例，

設立後の16症例であった．それぞれの期間での

患者特性を表に示した．

　退院調整期間は，分院設立前が15.4日，分院

設立後が7.4日（p=0.048）であった．入院期

間は，分院設立前と設立後で28.4日と22.2日

（p=0.182）で統計学的には有意とまでは言え

なかった．急性期疾患として加療期間は，それぞ

れ13.0日と14.8日（p=0.328）であり，有意差

を認めなかった．

　なお，入院期間が90日を超える長期入院症例

は，分院発足前には入院期間143日の症例として

1件あったが，分院発足後にはなかった．

考　　　　察

　急性期治療が終了した後も社会的理由などで

入院の継続が必要となる高齢者の入院患者にお

いて，急性期の疾患の治療が終了して退院可能と

判断してから実際に退院するまでの退院調整期間

は，分院が設立したことにより，約8日間短縮し

たことが分かった．

　高齢者の入院診療においては，十分な退院支援

が必要となるような症例が多い．例えば，その代

表ともいえる肺炎や脳梗塞症例でt-PAなどの専

分院設立前 分院設立後 p値

n 12 16

年齢 79.6 87.3 0.011

性別（男性,%） 41.7 37.5 1.00 

表１：患者特性

表：患者特性
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結　　　　論

　本院と強力な連携を持つ後方病院である分院が

設立されたことで，急性期治療終了後にも入院継

続が必要な患者について，急性期病院である本院

での退院調整期間が約8日間短縮した．

　本研究の要旨は，平成28年6月11日に東京都で

開催された第7回 日本プライマリ・ケア連合学会

学術大会において報告した．

　本論文に関して，開示すべき利益相反状態は存

在しない．
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Abstract 

Background: Prolonged length of stay (LOS) after acute-phase treatment is a great concern for 

acute hospitals.

Objectives: To assess the effects of a newly set-up closely affiliated hospital that is a medical 

facility for sub-acute or long-term care. We evaluated prolonged LOS of an acute hospital after 

acute-phase treatment.

Method: This prospective cohort study was conducted at Department of General Internal 

Medicine, Fukuchiyama-city hospital. Subjects were patients aged ≥65 years who were 

hospitalized with pneumonia or urinary tract infection, and transferred to a medical facility 

for sub-acute or long-term care after acute-phase treatment. Intervention is defined as the 

foundation of Fukuchiyama-city hospital Ooe-branch. Prolonged LOS at Fukuchiyama-city 

hospital as a primary outcome was made a comparison between before the foundation of Ooe-

branch (2014/8 to 2015/3) and after its foundation (2015/4 to 2015/7), using t-test.

Results: We evaluated 12 and 16 cases treated before and after the foundation of Ooe-

branch. Prolonged LOS before and after the foundation of Ooe-branch were 15.4 and 7.4 days 

(p<0.048), respectively.

Conclusions: Establishing a closely affiliated medical facility for sub-acute and long-term care 

reduced prolonged LOS of acute hospital by about 8 days.

Key words: medical facility for sub-acute and long-term care，closely affiliated，Prolonged

                 length of stay
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